
１　職員の任免及び職員数に関する状況

（１）　職員の採用状況（平成２７年度）

（注）府、構成市町等との人事交流等職員は除く。

（２）　職員の退職の状況（平成２７年度）

（３）　部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）

区分

部門

（注）職員数は、地方公共団体定員管理調査において報告した人数である。

（４）年齢別職員数（平成２８年４月１日現在）

20歳

未満

２　職員の人事評価の状況

　　地方公務員法の改正を受け、平成２８年度から人事評価制度を導入しています。
　　平成２７年度は、制度に係る基本的な知識の習得を目的とした研修会を全職員対象に
　実施しました。

計

100人

区分

職員数 0人 0人 8人 17人

48～

一般行政
部門

総務関係 ２８人２８人 ０人

56～

55歳

52～

7人 12人 15人 6人 10人 7人 11人

51歳

計

城南衛生管理組合の人事行政の運営等の状況

職種 男性 女性 計

行政事務職 ０人 ０人 ０人

７人 ０人

計

施設関係 ６９人７２人 ３人 運転管理体制強化等

平成２７年平成２８年

職員数

7人

２人 ０人 １人 ０人

32～

以上

60歳

59歳

技術業務職 ７人 ０人 ７人

普通退職 その他

計

３人

９７人１００人 ３人

対前年
増減数

主な増減理由

31歳

28～

27歳

24～

23歳

20～

定年退職 勧奨退職

７人

43歳

40～

39歳

36～

35歳 47歳

44～
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３　職員の給与の状況

（１）　人件費の状況（普通会計決算）

（２）　職員給与費の状況（普通会計決算）

計 Ｂ

（３）　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２８年４月１日現在）

歳 円 円 円

歳 円 円

（４）　職員の初任給の状況（平成２８年４月１日現在）

円 円

円 円

（５）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２８年４月１日現在）

円 円 円

176,700

国 43.6 331,816

千円 千円 千円

（国ベース）

城南衛生管理組合 42.8 316,143 390,904 361,060

区分
平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

区分
職員数 給与費

371,284

一人当たり

Ａ 給料 職員手当 期末・勤勉手当 給与費　B/A

千円

97 6,31496,772 144,395 612,451

平成
 27年度

人 千円

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

　　　２　職員数は、平成２７年４月１日現在の人数である。

410,984

平成
　 27年度

人 千円

人件費率

％

（参考）平成26年度
区分

住民基本台帳人口 歳出額 実質収支 人件費

Ｂ／Ａ の人件費率

経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２８年４月１日現在における職員の基本給の平均である。
　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、
　　　　時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与
　　　　実態調査において明らかにされているものである。
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務
　　　　手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と
　　　　同じベースで再計算したものである。

％

374,187 4,432,972 104,607 871,940 19.7 18.5

Ａ Ｂ

千円 千円

(平成28年1月1日)

一般行政職
大学卒 320,560

高校卒

240,800 379,000

144,600 144,600

－

区分 城南衛生管理組合 国

一般行政職
高校卒

（該当者なし) （該当者なし) （該当者なし)

区分

大学卒 176,700
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（６）　一般行政職の級別職員数等の状況（平成２８年４月１日現在）

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

（７）　職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円

（平成２７年度支給割合） （平成２７年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 　５～１５％ 役職加算 　５～２０％

管理職加算 １０～２５％

（注）１　城南衛生管理組合の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

５　級 副所長、副工場長、主幹
3 3.1

６　級
会計管理者、次長、室長、参事、課長、所長、工場
長、議会事務局長 15 15.3

２　級 主事、技師
15 15.3

３　級 主事、技師
20 20.4

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比

1.0

　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

　　　３　宇治市からの派遣職員は派遣元の条例を適用しているので除く。

城南衛生管理組合 国

１　級 主事、技師
11 11.2

４　級
課長補佐、所長補佐、工場長補佐、係長、主査、
主任 33 33.7

７　級 部長、理事
1

　　　２　宇治市からの派遣職員は派遣元の条例を適用している。

1,489

１人当たり平均支給額（平成２７年度） －

(1.45) (0.75) (1.45) (0.75)

（注）１　（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

2.60 1.60 2.60 1.60
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イ　退職手当（平成２７年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 定年・応募認定　 

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算） （２％～４５％加算）

１人当たり平均支給額 千円

ウ　地域手当（平成２８年４月１日現在）

千円

円

20.445 25.55625

城南衛生管理組合 国

49.59 49.59 49.59 49.59

20,785

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２７年度に退職した職員に支給された

29.145 34.5825 29.145 34.5825

（注）　宇治市からの派遣職員は派遣元の条例を適用している。

宇治市・城陽市・八幡市・久御山町 5 ％ 100

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２７年度決算） 199,319

支給対象地域

41.325 49.59 41.325 49.59

人
　宇治市域は6%、城陽市域
　は3％・八幡市域は6%、他
　は非支給

　　　平均額である。

支給実績（平成２７年度決算） 19,334

支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

20.445 25.55625
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エ　特殊勤務手当（平成２８年４月１日現在）

千円

円

％

オ　時間外勤務手当

支給実績（平成２７年度決算） 千円

職員１人当たり平均支給年額（平成２７年度決算） 千円

支給実績（平成２６年度決算） 千円

職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算） 千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２７年度） 46.4

支給実績（平成２７年度決算） 4,320

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２７年度決算） 95,985

手当の種類（手当数） 20

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

業務に必要な資格手当 技術管理者等 １月につき10,000円以内

酸素欠乏危険作業
主任者業務手当

業務従事職員 施設運転 １回につき500円

環境指導手当 環境指導員

し尿収集現場指導
搬入ごみ選別指導

１日につき460円

し尿収集運搬 １日につき690円

清掃工場運転手当 業務従事職員

施設運転
（粗大ごみ・資源化ごみ）

小動物焼却
１日につき640円

施設運転
（し尿処理・ごみ焼却
 ・最終処分場）

１日につき320円

宿直業務 １回につき2,000円

日直業務 １回につき2,800円

14,424

特別期間業務手当 業務従事職員

施設運転

(12/29 8:30～12/31 17:15)

１時間につき500円

(12/31 17:15～1/4 8:30)

１時間につき1,000円

206

20,766

285
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カ　その他の手当（平成２８年４月１日現在）

国の制度と
異なる内容

支給職員１人当たり

支給実績 平均支給年額

（27年度決算）（27年度決算）

扶養手当

扶養親族である配偶者
　　　　　　　　　　13,000円
配偶者以外の扶養親族
　　　　　　　　　　6,500円
※配偶者がいない場合
　　　（１人だけ）11,000円

同じ 14,353 千円 247,457 円

手当名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

住居手当
家賃額に応じて支給
　　　　　　上限27,000円

同じ 5,891 千円 267,773

休日勤務
手当

休日に勤務
（正規の勤務時間内分）
　　　時間単価　135/100

同じ 7,191

円

通勤手当

交通機関利用者
　　　　　　　　運賃相当額
　（１ヶ月上限55,000円）
交通用具利用者
　　　　距離に応じて支給
　　　　　　　（上限50㎞）

異なる

交通用具の
距離区分が
異なる。
通勤手当2㎞
未満支給。

17,078 千円

千円 156,306 円

176,056 円

千円 0 円

0 円千円

宿日直
手当

宿直勤務又は日直勤務
　　　　１回　6,900円以内

異なる
支給額が
異なる。

0

夜間勤務
手当

22時～5時に勤務
（正規の勤務として）
　　　　時間単価　25/100

同じ 0

千円 78,042 円

495,900 円千円

管理職員
特別勤務

手当

管理・監督職員が
休日に勤務
　　　　１回　8,000円以内

異なる
支給額が
異なる。

1,873

管理職
手当

管理・監督職員に支給
給料月額の25/100以内

異なる
支給額が
異なる。

11,902
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（８）　特別職の報酬等の状況（平成２８年４月１日現在）

管理者 年額 円

（　　　　　　　　　　　　　　　円）

副管理者 年額 円

（　　　　　　　　　　　　　　　円）

専任副管理者 月額 円

（　　　　　　　　　　　　　　　円）

議長 年額 円

（　　　　　　　　　　　　　　　円）

副議長 年額 円

（　　　　　　　　　　　　　　　円）

議員 年額 円

（　　　　　　　　　　　　　　　円）

（２７年度支給割合）

専任副管理者 月分

　（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

専任副管理者 給料月額×315/100×在職年数 千円 任期毎

備考

４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）　職員の勤務時間

（２）　休暇制度の状況

ア　年次有給休暇

取得状況（平成２７年度）

退職
手当

8,442

　一の年度において２０日付与され、未取得分は最大２０日まで翌年度に繰り越すことができ
ます。

３８時間４５分

（注）　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期

　　　（４年＝４８月）勤めた専任副管理者に支給された退職手当の額である。

１週間の勤務時間 勤務時間 休憩時間

午前８時３０分から
午後５時１５分まで

正午から午後１時まで

報酬

123,000

103,000

89,000

期末
手当

3.15

区分 給料月額等

給料

131,000

107,000

680,000

取得率

３，５１９．７５日 １，５６２日 ９８人 １５．９日 ４４．４％

総付与日数 総取得日数 対象職員 年間平均取得日数
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イ　特別休暇（平成２８年４月１日現在）

結婚休暇 ７日以内

生理休暇 生理上執務困難の場合、毎潮３日以内

産前休暇
女性職員が出産する場合で出産予定前８週間（多胎妊娠の場合は
１４週間）

　特別休暇は、次に掲げる種類により職員が勤務しないことが相当である場合に取得すること
ができる休暇です。

種類 期間等

忌引休暇 親族の喪に遭遇したとき、７日以内

産後休暇 女性職員が出産した場合で出産日の翌日から８週間以内

妊娠障害休暇
妊娠中の女性職員が高度の妊娠悪阻によるとき、必要と認められ
る期間

妊婦の通院休暇
妊娠中の女性職員が定期的に通院する必要のあるとき、毎月１日
以内

父母の祭日休暇 父母を追悼する場合、１日以内

子の看護休暇
小学校就学の始期に達するまでの子の看護を行う場合、一の年度
において１人の子につき５日以内

参観休暇
保育所、幼稚園、小学校及び中学校の授業参観に出席する場合、
１学級年度につき６回以内

傷病休暇

公務上又は通勤による負傷若しくは疾病の場合、必要と認められる
期間
公務外の結核性疾病の場合、１年以内
公務外の負傷又は結核性疾病の場合、６月以内

夏季休暇 ７月から９月までの期間内において５日以内

妊婦の時間短縮休暇
出勤及び退庁時、それぞれ３０分
通勤時間等の関係からやむを得ないと認められる者は、１日１回６０
分以内

配偶者の出産休暇 配偶者の出産に際し、５日以内

育児休暇
生後満１年に達しない生児を育てるとき、１日２回、１回４５分
通勤時間等の関係からやむを得ないと認められる者は１日１回９０
分以内

官公署出頭休暇
裁判員、証人、鑑定人、参考人等として官公署へ出頭する場合、必
要と認められる期間

災害復旧休暇
地震、水害、火災その他の災害により職員の現住居が滅失し、又は
損壊した場合、７日以内

通勤困難休暇
地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等により出勤
することが著しく困難な場合、必要と認められる期間

ドナー休暇
骨髄バンクへの登録又は骨髄若しくは抹消血管細胞を提供する場
合、必要と認められる期間

ボランティア休暇
職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで社会に貢献する活動を行う
場合、一の年度につき５日以内

公民権行使休暇
選挙権その他公民としての権利を行使する場合、必要と認められる
期間
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ウ　介護休暇

※平成２７年度の取得者　なし

エ　組合休暇

※平成２７年度の取得者　なし

（３）　育児休業

育児休業の状況（平成２７年度）

短期介護休暇
配偶者等の親族の介護その他の世話をする必要が生じた場合、一
の年度において５日以内（２人の場合１０日、３人以上の場合１５日
以内）

０人

計 ０人 ０人

女性 ０人

区分 育児休業取得者数 部分休業取得者数

男性 ０人 ０人

　組合休暇は、職員が、登録された職員団体の規約に定める機関の構成員として当該機関の
業務に従事する場合及び登録された職員団体の加入する上部団体のこれらの機関に相当す
る機関の業務で当該職員団体の業務と認められるものに従事する場合に限り、一の年度につ
き３０日を超えない範囲において、無給休暇として取得することができます。

　育児休業制度には、３歳に満たない子を養育するために休業することができる育児休業制
度と、小学校就学の始期に達するまでの子を養育するために１日の勤務時間の２時間を超え
ない範囲内で勤務しないことができる部分休業制度があります。

長期勤続休暇
勤続年数が１５年に達した者、３日以内
勤続年数が２５年に達した者、３日以内

　介護休暇は、職員の親族（配偶者、１親等の親族及び同居の２親等の親族をいう。以下同
じ。）の負傷、疾病又は老齢により、２週間以上の期間にわたり日常生活を営むのに支障があ
る者の介護をするため、勤務しないことが相当であると認める場合に、連続する６月の期間内
において必要と認められる期間、無給休暇として取得することができます。
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５　職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）　分限処分の状況（平成２７年度）

（２）　懲戒処分の状況（平成２７年度）

６　職員の服務の状況

（１）　綱紀保持の取組の状況

（２）　職員の営利企業従事許可（平成２７年度）

　処分事由

0 0

心身の故障の場合 0 0 0 0 0

勤務実績が良くない場合 0 0 0

　分限処分とは、公務の能率の維持及び公務の適正な運営の確保の観点から、一定の事由
がある場合に職員の意に反して身分上の変動をもたらす処分です。

処分の種類　
降任 免職 休職 降給 計

計 0 0 0 0 0

刑事事件に関し起訴された場合 0

条例で定める事由による場合 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

職に必要な適格性を欠く場合 0 0 0

0 0

職制、定数改廃、予算減少により
廃職等が生じた場合

0 0 0

0 0

0 0

0 0

　処分事由

法令に違反した場合 0

　懲戒処分とは、公務員としてふさわしくない非違行為がある場合に、職員の道義的責任を問
うことにより規律と秩序を維持することを目的に行う処分です。

処分の種類　
戒告 減給 停職 免職 計

職務上の義務に違反し
又は職務を怠った場合

0 0 0

0 0

　地方公務員は、地方公務員法において、全体の奉仕者としての公共の利益のために勤務
し、職務の遂行にあたっては全力を挙げてこれに専念することとされており、法令等遵守義
務、信用失墜行為の禁止、守秘義務、職務専念義務、政治的行為の制限、営利企業等の従
事制限等の義務が課せられています。
　本組合においては、これら服務規律の確保を徹底するため、毎年、機会あるごとに訓令、通
達等により綱紀の保持の徹底を図っています。

　職員は、職務の遂行に支障のおそれのないこと等を要件として、許可を受ければ営利企業
等に従事することができます。

計 0 0 0

全体の奉仕者たるにふさわしく
ない非行のあった場合

0 0 0 0 0

内　容 件数

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社、その他の団体の役員、
顧問、評議員及びこれに準ずるものとする地位を兼ねるもの

0

自ら営利を目的とする私企業を営むもの 0

報酬を得て事業若しくは事務に従事するもの 1
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７　職員の退職管理の状況

８　職員の研修の状況

（１）　研修の状況（平成２７年度）

環境法規セミナー、全都清積算要領研修会、施設整備に
関する技術セミナー、エネルギー使用合理化セミナー、職
長等教育等

資格取得講習等

資格・免許にかかる講習等

８９人

本組合主催研修

環境法令研修、新任技術職員フォローアップ研修、施設運
営研修、新規採用職員研修、人事評価制度基礎研修、公
務員倫理研修、コミュニケーション研修、労働安全衛生研
修、健康指導研修、交通安全講習会、ISO・地球温暖化対
策研修

８４４人

廃棄物処理施設技術管理者講習、ボイラー技士試験、
車両系建設機械・玉掛・溶接・危険作業主任者等技能講
習、安全管理者選任時研修、安全運転管理者講習、第３
種電気主任技術者試験、エネルギー管理講習、甲種防
火管理者講習、危険物取扱者試験、普通救命講習等

　　地方公務員法により、平成２８年度から営利企業等に再就職した元職員は、退職後、
　離職前の職務に関して、現職職員への働きかけを行うことが禁止されています。

４人

　平成２１年１月に人材育成計画を策定し、同計画に基づいた人材育成を行っています。平成
２７年度に実施した研修は以下のとおりです。

区分 研修名・派遣先等 参加者数

一般研修

公益財団法人京都府市町村振興協会主催
３９人階層別研修、法務制作能力、課題対応能力、人間対応

能力の開発を目的とした研修１５科目

京都府市町村職員共済組合主催
２人

管理監督者向けメンタルヘルスセミナー

専門研修

専門事務にかかる研修
８人社団法人日本経営協会主催　行政管理講座、

広報紙作成、OAネットワーク等研修

技術系研修及び講習・専門教育等

６７人

他団体派遣研修 京都市北部クリーンセンター派遣
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９　職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）　職員の健康管理の状況

健康診断の受診状況（平成２７年度）

（２）　職員の共済制度の状況

（３）　職員の福利厚生の状況

（４）職員の公務災害等の状況

公務災害認定件数（平成２７年度）

定期健康診断 １２４人

　職員の公務上の災害又は通勤による災害に対して補償を行います。認定及び補償は、地方
公務員災害補償基金京都府支部が行っています。

区分 認定件数

公務災害 　　６件

通勤災害 ０件

特別健康診断 １２４人

※事後措置として、再検査受診の指示及び指導を行うとともに、産業医による保健指導を通じ
て病気の早期発見及び早期治療の促進に努めています。
　また、メンタルヘルス対策として、全職員を対象としたストレスチェックを実施し、配慮が必要
な者については産業医の指示に基づいた措置を行うとともに、「庁内だより」「安全と衛生」等
の発行を通じて予防啓発活動に努めています。

　地方公務員法第４３条に基づく共済制度については、京都府市町村職員共済組合により、
長期給付（共済年金）、短期給付（健康保険）、福祉事業（人間ドック、宿泊、貸付、貯金等）が
実施されています。

　地方公務員法第４２条に基づく職員の福利厚生については、京都府市町村職員厚生会に加
入し、医療費助成・見舞金等の給付事業やスポーツ大会等の元気回復事業等の事業が実施
されています。

　職員の健康管理対策として、労働安全衛生法に基づく定期健康診断、有害物取扱等に従事
する職員を対象とした特定業務従事者健康診断（特別健康診断）を実施しています。

区分 受診者数
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１０　公平委員会の状況

（１）　勤務条件に関する措置要求の状況

※平成２７年度　該当なし

（２）　不利益処分に関する不服申立ての状況

※平成２７年度　該当なし

区分 新規 前年度からの繰越し 計

　職員は、給与等勤務条件に関して公平委員会に当局が適正な措置を講じるよう要求ができ
ます。

　職員は、懲戒等その意思に反する不利益な処分に関して公平委員会に不服申し立てをする
ことができます。

不服申立て 0 0 0

判定

申立て却下 0 0

処分修正 0 0

0

処分承認 0 0 0

0

翌年度への繰越し 0 0 0

処分取消し 0 0 0

不服申立ての取下げ 0 0 0

13


